
  

 

町田都市計画地区計画の変更（町田市決定） 

都市計画南町田駅周辺地区地区計画を次のように変更する。                                

名   称 南町田グランベリーパーク駅周辺地区地区計画 

位   置※ 町田市鶴間一丁目、鶴間二丁目、鶴間三丁目、鶴間八丁目及び南町田五丁目各地内 

面   積※ 約２２．２ｈａ 

地区計画の目標 

本地区は、東急田園都市線南町田グランベリーパーク駅の南側に位置し、道路・交通基盤が集積する広域交通網の要衝

であるとともに、地区周辺では、国道１６号立体化事業、北口駅前広場等の基盤整備が進んでいる。 

町田市都市計画マスタープランにおいて、本地区は、市の南の玄関口として、にぎわいと交流を創出する「副次核」に

位置付けており、市南部地域一帯の中心拠点としての充実を目指して、土地の合理的かつ健全な高度利用と公共施設の

再配置により、にぎわい・交流、都市型居住等の多様な機能が複合し、かつ、都市公園のみどりと融合した市街地として

機能更新を図る。 

また、駅周辺をつなぐ歩行者ネットワークや、人々の癒しと交流の場となる公園・広場の整備により、回遊性・滞在性

が高く、潤いのある市街地環境の形成とともに利便性の向上を図る。 
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土地利用の方針 

地区計画の目標を実現するため、地区を５つに区分し、それぞれ土地利用の方針を次のように定める。 

１．Ａ地区（駅前地区） 

駅機能と一体となった駅南北を結ぶ歩行者動線を整備するとともに、駅前の顔となる商業機能の集積を図る。また、ま

ちの活力の維持に資する地域の住み替えサイクルの構築、及び駅前居住の促進による定住人口の確保を目的として、健

全かつ合理的な高度利用により、駅直結の利便性とバリアフリー性能を備えた、多世代が暮らしやすい都市型住宅の集

積を図るとともに、シンボル的な駅前景観の形成を図る。 

２．Ｂ地区（商業地区） 

公共施設を再配置し、大街区化を図ることにより、広域的な商業機能の拡充を図る。また、大街区化を図った地区内に、

周辺市街地と駅周辺をバリアフリーで結ぶ、地区の骨格となる歩行者ネットワークを形成するとともに、これに沿った

にぎわいを創出する。 

 特に、地区の南側は、公園のみどりと商業のにぎわいが融合する「にぎわいの融合ゾーン」を形成するエリアとして、

みどりとにぎわいの融合を図るような施設やオープンスペースを配置する。 

 



  

 

 

３．Ｃ地区（センター地区） 

都市公園と大規模商業機能の融合性を高める、駅南側エリアの中心的な街区として、鶴間公園や商業施設とのつなが

りを重視しながら、公園のみどりと商業のにぎわいが融合する、「にぎわいの融合ゾーン」の中核として、地域住民の活

動拠点となる、にぎわい・交流、文化、公共公益等の複合的な機能を誘導する。 

４．Ｄ地区（複合利用地区） 

「にぎわいの融合ゾーン」を構成する東端のエリアとして、鶴間公園からつながるオープンスペースと、銀河歩道橋か

ら連続する歩行者動線の確保を図り、国道２４６号東側の地区から駅方面のアクセスを向上するとともに、駅前に集積

する各機能を補完する商業、業務等の機能導入により多様なライフスタイルを創出する。 

また、地区内及び地区周辺の交通状況を踏まえ、必要に応じてバスの待機場を配置する。 

５．Ｅ地区（公園地区） 

都市公園としてのみどり豊かな環境を守りながら、運動公園として、市民の健康志向に応えるスポーツ・健康増進機能

の強化を図る。また、多世代が公園で楽しく快適に滞在するため、公園の魅力を高める施設等の配置により、にぎわいや

アメニティ性の向上を図るとともに、地域の交流・防災拠点としての機能強化を図る。 

地区施設の整備の方針 

１．道路の整備方針 

地区内の街区再編にあわせて道路を再配置・再整備し、周辺住宅地への生活環境に配慮した円滑な交通処理を実現す

る交通ネットワークを形成する。 

①地区周辺に集積する国道その他の都市計画道路に接続する区画道路を適切に整備し、駅前で発生する交通の円滑

な処理及び周辺住宅地内への通過交通の低減を図る。 

②商業地区の外周において、歩道と一体的な歩道状空地を配置し、安全で快適な歩行者空間の拡充を図る。 

２．広場の整備方針 

広場状空地を、歩行者ネットワークの主要な交点になる位置に配置し、商業機能や公園機能と連携し、多様な催事、イ

ベント等を通じて周辺住民及び来訪者の交流を促す機能を備えたにぎわい・交流空間を形成する。 

３．歩行者ネットワークの整備方針 

南町田グランベリーパーク駅、商業施設、鶴間公園、境川などをつなぐ歩行者ネットワークを構築することで、にぎわ

いの創出や回遊性の向上、歩車分離を実現し、安全で快適な歩行空間の整備を図る。 

①駅南北間を連結し、北口駅前広場や鉄道駅などの交通結節機能へのアクセスを確保する自由通路として、歩行者 

通路１号を整備する。 



  

 

 

②自由通路から周辺市街地までをバリアフリーで結ぶとともに、駅南側の商業街区内の回遊性を向上させるため、

歩行者通路２～８号を整備する。 

③歩行者ネットワークを構築する空間には、緑地、ベンチ等の休憩・交流機能などを積極的に配置し、潤いと憩い

のある空間として整備する。 

建築物等の整備の方針 

１．活力ある副次核として、拠点機能の充実と魅力ある市街地形成を図るため、建築物等の用途の制限を定める。 

２．連続したまちのにぎわいを創出するため、建築物で歩行者通路に接する部分においては、にぎわいの創出に資する用 

途を積極的に誘導する。 

３．拠点的市街地に相応しい街並み景観の形成と、周辺市街地への影響に配慮した良好な都市環境を形成するため、建築

物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限及び建築物等の高さの最高限度を定める。 

４．駅前地区の都市型住宅は、高度利用を図りつつ、まとまった空地を確保することで周辺市街地へ配慮する。 

５．商業施設の集積においては、歩行者ネットワークに沿ったにぎわいを創出するとともに、豊富なオープンスペースを

有する中低層によるヒューマンスケールの街並みを形成する。 

６．公園とつながる特徴ある駅前づくりと、ヒートアイランド現象緩和等の環境負荷軽減のため、外周道路沿道の緑化を

推進する。 

その他当該地区の整備、

開発及び保全に関する

方針 

１．持続可能なまちづくりに向け、省エネルギー化や再生可能エネルギーの導入、地域資源の活用、廃棄物削減等に取組

むとともに、その維持・継承に努める。 

２．電気自動車の利用を促進する充電設備を設けるよう努める。 
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種   類 名   称 幅員 延長 備 考 

道路 

区画道路１号※ １４．５ｍ～３４．１ｍ 約２２０ｍ 既設（道路付属地を含む。） 

区画道路２号※ １８．０ｍ～３４．１ｍ 約３６０ｍ 既設 

区画道路３号※ 
８．０ｍ 

（１６．０ｍ） 
約 ４５ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 

区画道路４号※ 
８．０ｍ～９．０ｍ 
（１５．０ｍ） 

約１９５ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 



  

 

区画道路５号※ １２．０ｍ～１５．０ｍ 約１０５ｍ 既設 

区画道路６号※ 
６．０ｍ 

（１２．０ｍ） 
約２２５ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 

区画道路７号※ 
３．０ｍ～６．０ｍ 

（６．０ｍ～１２．０ｍ） 
約１５０ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 

区画道路８号※ 
６．５ｍ 

（９．５ｍ） 
約１０５ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 

区画道路９号※ 
５．５ｍ～９．８ｍ 

（８．５ｍ～１６．１ｍ） 
約 ６５ｍ 既設（ ）内は区域外を含めた道路幅員を示す。 

その他の 

公共空地 

広場状空地１号 面積 約５００㎡ 既設 

広場状空地２号 面積 約５００㎡ 既設 

広場状空地３号 面積 約７００㎡ 既設 

歩道状空地１号 ２．０ｍ 約６００ｍ 

既設（ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第

２条第２項に規定するガス小売事業及び同条第

５項に規定する一般ガス導管事業の用に供する

整圧器用地を除く。） 

歩行者通路１号 ４．０ｍ 約１６０ｍ 既設 

歩行者通路２号 ４．０ｍ 約６００ｍ 既設 

歩行者通路３号 ２．０ｍ 約 ４５ｍ 既設 

歩行者通路４号 ２．０ｍ 約 ３０ｍ 既設 

歩行者通路５号 ４．０ｍ 約 ６５ｍ 既設 

歩行者通路６号 ４．０ｍ 約 ９５ｍ 新設 

歩行者通路７号 ４．０ｍ 約 ９０ｍ 既設 

歩行者通路８号 ４．０ｍ 約１６０ｍ 既設 
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地区の 

区分 

名称 Ａ地区 

 

Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 

面積 約２．７ｈａ 約８．４ｈａ 約０．６ｈａ 約１．６ｈａ 約８．９ｈａ 

建築物等の 

用途の制限 

次に揚げる建築物は、

建築してはならない。 

１．一戸建て住宅 

２．長屋 

３．自動車教習所 

４．マージャン屋、ぱち 

んこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外

車券売場その他これ

らに類するもの（ゲ

ームセンターを除

く。） 

５．工場（自家販売のた

めに食品製造業を営

むもの及びクリーニ

ング業、自動車販売業

その他これらに類す

るサービス業を営む

店舗に附属するもの

を除く。） 

６．倉庫業を営む倉庫 

７．危険物の貯蔵又は処

理施設（敷地内建築物

の供給処理に伴う危

険物の貯蔵庫を除

次に揚げる建築物は、

建築してはならない。 

１．一戸建て住宅 

２．長屋 

３．自動車教習所 

４．マージャン屋、ぱち 

んこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外

車券売場その他これ

らに類するもの（ゲ 

ームセンターを除

く。） 

５．工場（自家販売のた

めに食品製造業を営

むもの及びクリーニ

ング業、自動車販売業

その他これらに類す

るサービス業を営む

店舗に附属するもの

を除く。） 

６．劇場、映画館、演芸

場若しくは観覧場又

は店舗、飲食店、展示

場、その他これらに

類する用途に供する

次に揚げる建築物は、

建築してはならない。 

１．一戸建て住宅 

２．長屋 

３．自動車教習所 

４．マージャン屋、ぱち 

んこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外

車券売場その他これ

らに類するもの 

５．工場（自家販売のた

めに食品製造業を営

むもの及びその他こ

れらに類するサービ

ス業を営む店舗に附

属するものを除く。） 

６．劇場、映画館、演芸

場若しくは観覧場又

は店舗、飲食店、展示

場、その他これらに類

する用途に供する建

築物でその用途に供

する部分（劇場、映画

館、演芸場又は観覧場

の用途に供する部分

次に揚げる建築物は、

建築してはならない。 

１．一戸建て住宅 

２．長屋 

３．自動車教習所 

４．マージャン屋、ぱち 

んこ屋、射的場、勝馬

投票券発売所、場外

車券売場その他これ

らに類するもの 

５．工場（自家販売のた

めに食品製造業を営

むもの及びその他こ

れらに類するサービ

ス業を営む店舗に附

属するものを除く。） 

６．危険物の貯蔵又は

処理施設（敷地内建

築物の供給処理に伴

う危険物の貯蔵庫を

除く。） 

 



  

く。） 

８．風俗営業等の規制及

び業務の適正化等に

関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第

２条第６項の規定に

該当する営業に係わ

るもの 

 

建築物でその用途に

供する部分（劇場、映

画館、演芸場又は観

覧場の用途に供する

部分にあっては、客

席の部分に限る。）の

延べ面積の合計の敷

地面積に対する割合

が１０分の３０を超

えるもの 

７．倉庫業を営む倉庫 

８．危険物の貯蔵又は 

処理施設（敷地内建

築物の供給処理に伴

う危険物の貯蔵庫を

除く。） 

９．風俗営業等の規制

及び業務の適正化等

に関する法律第２条

第６項の規定に該当

する営業に係わるも

の 

にあっては、客席の部

分に限る。）の延べ面

積の合計の敷地面積

に対する割合が１０

分の３０を超えるも

の 

７．ボーリング場、スケ 

ート場、水泳場その

他これらに類するも

の 

８．カラオケボックスそ

の他これに類するも

の 

９．倉庫業を営む倉庫 

１０．危険物の貯蔵又

は処理施設（敷地内

建築物の供給処理に

伴う危険物の貯蔵庫

を除く。） 

１１．風俗営業等の規

制及び業務の適正化

等に関する法律第２

条第６項の規定に該

当する営業に係わる

もの 

 

 



  

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

５００㎡ 

ただし、公衆便所、巡査派出所、ガス事業法第２条第２項に規定するガス小売事業及び同条第５項に規定する一般ガ

ス導管事業の用に供する整圧器その他これらに類する公益上必要な建築物の敷地については、この限りでない。 

壁面の位置の 

制限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面は、計画図に示す壁面の位置の制限を越えて建築してはならない。 

 ただし、次の各号のいずれかに該当する建築物等は、この限りでない。 

  １ 歩行者の回遊性及び利便性を高めるために設ける街区間の歩行者連絡デッキ、階段、エスカレーター及びエレベ

ーター等、並びに、これらに設置する屋根、庇、柱、壁等の部分 

  ２ ガス事業法第２条第２項に規定するガス小売事業及び同条第５項に規定する一般ガス導管事業の用に供する整

圧器 

  ３ 駐車場の出入口及び道路に接続する車路 

  ４ 高い開放性を有する自転車駐輪場の上屋 

  ５ 公益上必要な建築物 

建築物等の 

高さの最高限度 
１２０ｍ － １０ｍ 

「区域、地区整備計画の区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」                      ※は知事協議事項 

理由：駅前に集積する各機能を補完する商業、業務等の機能導入により多様なライフスタイルを創出し、まちのにぎわい強化を図るため、地区計画を変

更する。 


